
３．２．２ 自然地震波干渉法による地殻・上部マントル構造調査研究 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務の目的 

首都圏において、関東山地東縁部-奥多摩間の首都圏北西部測線とつくば-九十九里間の

首都圏東北部測線に沿って、自然地震の稠密観測を行い自然地震波干渉法構造探査によっ

て、地殻およびプレート構造を明らかにする。測線上では、1 km 間隔で地震計が設置さ

れ、本計画中では最も高密度の自然地震観測アレイを構築する。制御震源と同一測線で、

構造探査を実施することにより、とくにプレート構造を含む深度までのイメージングを行

う。これによって、太平洋プレートと接触するフィリピン海プレートの詳細な構造を解明

する。 

 

(b) 平成 20 年度業務目的 

首都圏北西部アレイの奥多摩周辺約 50 km 区間に、約 1 km 間隔で稠密アレイを構築し、

４ヶ月間の連続自然地震観測を行う。観測された自然地震波形データから、地震波干渉解

析法・レシーバ関数解析法により、フィリピン海プレートの構造を明らかにするための解

析を行う。 
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(2) 平成２０年度の成果 

(a) 業務の要約 

首都圏北西部アレイの奥多摩周辺約 50 km 区間に、約 1 km 間隔で稠密アレイを構築し、

4 ヶ月間の連続自然地震観測を行なった。調査測線は、平成 21 年度に制御震源を用いた地

殻構造探査が予定されている関東山地東縁から奥多摩地域を経て甲府盆地に至る測線と

同一である。観測された自然地震波形データに対して P 波・S 波の手動検測を行うことで

得た走時データを用いて測線近傍の精密震源決定を行うとともに、地震波干渉解析法・レ

シーバ関数解析法により、フィリピン海プレートの構造を明らかにするための解析を行な

った。 

 
(b) 業務の成果 

1) 関東山地における稠密アレイによる自然地震観測 

a) 観測地域及びアレイ観測測線（飯能-御坂測線） 

伊豆-小笠原弧の前弧と背弧海盆は、関東地方の下に沈み込んでいるが、伊豆-小笠原弧
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の島弧地殻部分は伊豆衝突帯を形成し、本州弧と衝突している。この伊豆衝突帯の北西部

では深い地震が発生せず、フィリピン海プレートスラブの存否も含め、その形状について

は不明な点が残されていた。こうした背景から文部科学省の「大都市大震災軽減化特別プ

ロジェクト」の大都市圏地殻構造調査研究の中で、2005 年に小田原から山梨に至る測線で

地殻構造探査が実施された 1)。この探査によって、御坂山地から甲府盆地にかけて北に傾

斜する反射波群が見つかり、フィリピン海プレートに関連した北傾斜の地震発生領域の深

部延長に位置していることが明らかになった。これらの事実から、この反射波群はフィリ

ピン海プレートの非地震性スラブを表すものと判断されている 2)。他方、2003 年に同プロ

ジェクトで実施した関東山地東縁測線では、フィリピン海プレート上面は深さ 12-22km で

北方に傾斜した反射面として、より浅部に位置している 3)（3.2.1 参照）。このような小田

原-山梨測線と関東山地東縁測線でのフィリピン海プレート上面の深度の違いを、その連続

性を含めて検討する必要が出てきた。関東下に沈み込んでいるフィリピン海プレートのス

ラブは、フィリピン海プレートの北東端である。フィリピン海プレートの全体の動きは、

より広域的な要因によって決定されており、関東下のスラブの動きがプレート全体の動き

に適合しているかどうかは必ずしも自明ではない。関東下の太平洋プレートの上に沈み込

むフィリピン海プレートのスラブは、内部変形を起こし、首都圏下の被害地震の要因にな

る可能性がある 4)。関東下のスラブの挙動を定量的に理解することは重要な課題であり、

このためには関東山地下でのフィリピン海プレートの破断の有無を含めた、スラブの連続

性の検討を行う必要がある（3.2.3 参照）。 
こうした背景から、2005 年の小田原-山梨測線で明瞭にスラブがマッピングされた部分

と、2003 年の関東山地東縁測線で、スラブ上面からの反射が得られている領域を繋いだ、

東北東-西南西方向の測線を設定した。この測線上では平成 21 年度に実施する制御震源に

よる構造探査を想定し、平成 20 年度には稠密自然地震観測を実施した。 
設定した自然地震観測の調査測線「飯能-御坂測線」は埼玉県の飯能市と山梨県の御坂

山地を結ぶ測線長約 50 km の区間である。この測線は、山梨県東部に位置する大菩薩連嶺

を境として、北部測線と南部測線に分けられる（図 1）。北部測線は、埼玉県飯能市原市場

を基点として東京都青梅市北部から奥多摩町内の多摩川及び奥多摩湖沿いに、山梨県北都

留郡小菅村の大菩薩連嶺東側に至る約 35 km の区間に設定した。南部測線は、山梨県塩山

市上日川ダム北部から甲州市勝沼町深沢を経て、甲府盆地南東縁沿いに山梨県笛吹市八代

町に至る約 25 km の区間に設定した。調査測線中央部には秩父多摩甲斐国立公園が位置し、

約 48 %の受振点は公園内に選定された(15 点は特別地域内に該当)。受振点は北部測線上

で計 46 点、南部測線上で計 30 点を設置した。 

 

b) 測定作業 

受振点は約 50 km の調査測線において、500 – 750 m の間隔で配置した。地殻構造のイ

メージングに必要な稠密アレイの構築を前提として、主システムとして 1.0 Hz 速度型地震

計,副システムとしてディジタル MEMS 型加速度計を採用した。観測期間は下記の通りで

ある。 
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観測期間： 平成 20 年 10 月 15 日～平成 21 年 2 月 8 日（117 日間、設置撤収を含む） 

尚、受振点座標に関しては、携帯 GPS 測定によって確定した。調査期間中、奥多摩-小菅

村周辺では冬季間で 5.0-7.0 cm 程度の降雪は数回記録したが、測定作業に関わる支障は生

じなかった。 

 

c) 使用機器 

本観測では、主システム(1.0 Hz 速度型地震計)と副システム(ディジタル MEMS 型加速

度計)を原則として交互配置し、近地地震に関しては両システムによる約 500 m、遠地地

震については主システムによる約 1000 m の空間サンプリングを実現した。以下にシステ

ム構成を記述する。図 2 に観測機器の概観図を示す。 

 

ⅰ）主システム使用機材(予備機材を含む) 

速度型地震計 A....Lennartz Electric LE-3D lite 1.0Hz 31 台 

速度型地震計 B....Markproducts L-4-3D 1.0Hz 4 台 

速度型地震計 C....Markproducts L-22D 2.0Hz 7 台 

記録システム A.....JGI MS-2000 42 台 

ⅱ）副システム使用機材(予備機材を含む) 

加速度型地震計 ディジタル MEMS 型加速度センサー 34 台 

[素子部 : Colibrys MEMS Digital-3]   
記録システム B.....JGI DMS-3000 34 台 

 

飯能-御坂測線における稠密アレイ観測では、副システムとして図 3 に示すディジタル

出力 型 MEMS 加 速 度セ ンサ ーを 使用 した 。こ の加 速度 セン サー 素子 とし ては

Digital-3(Colibrys 社) 5)が採用され、その応答特性は一般的な強震計とほぼ同等とみなさ

れる。大きさ/重量は、外径 65mm×高さ 175mm、1.4 kg と小型で可搬が可能であるが、

A/D 変換モジュールに関わる回路が付加されている。加速度センサーはステンレス製防水

筐体に収納され、上面に水準器とコネクタ（電源入力、ディジタルデータ出力）が装備さ

れている。尚、ディジタル回路部分の仕様は、大部分がデシメーションフィルターに依存

している。今回採用した Digital-3 では、最も感度の高いモードでは、ビットの重みが 58nG 

で、ノイズレベル(Nominal)は、100 nGpeak/ と規定され、この高感度モー

ドでは、測定加速度範囲は±0.2G であり、ダイナミックレンジ 120dB 以上を有している。

このモードでは、近地地震までは有効に収録することが可能である。但し、微小地震及び

遠地地震データに関しては、1.0 Hz 速度型地震計と対比した場合、低周波数領域における

分解能と自己ノイズレベルの観点から、微小信号に関する初動同定には十分には対応でき

ない場合がある。しかし、レシーバ関数及び地震波干渉法解析による稠密アレイ全体を用

いたイメージングにおいては、ビンニング、共通変換点重合及びマイグレーション処理を

通じて、微小信号に関する MEMS 加速度センサーのデータは十分に活用可能であると判

断した。 
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d) 近地及び遠地地震観測例 

本節では飯能-御坂測線のアレイ観測測線において取得された自然地震観測例を示す。

取得された地震観測データについて、レシーバ関数及び地震波干渉法等の地殻構造イメー

ジング手法の適用可能性から下記に区分した。 

 

ⅰ）Type-A (Local Earthquake) 
調査測線から 100 km 以内で生じた近地地震。調査測線及びその延長上に震源が位置す

る場合には、逆 VSP マッピング法あるいは地震波干渉法の適用可能性が高い。 

ⅱ）Type-B (Regional Earthquake) 
調査測線から 100 km 以上かつ震央距離 20 度以内の日本列島周辺で発生したマグニチ

ュード 4.0 以上の地震。調査測線及びその延長上に震源が位置する場合には、地震波干渉

法の適用可能性が高い。また、深発地震に関してはレシーバ関数解析の適用可能性が高い。 

ⅱ）Type-C (Teleseismic Wave) 
調査測線から震央距離 25 度以上 80 度未満のマグニチュード 5.7 以上の地震。レシーバ

関数解析及び地震波干渉法の適用可能性が高い。 

 

図 4(a)に調査測線中央部から約 30 km 南東に位置する Type-A の近地地震に関する観測

記録例を示す。帯域通過フィルター(0.5-20.0Hz)が適用されている。この図から全センサ

ーに記録に関して、ほぼ同等の品質を持った記録が得られていることがわかる。図 4(b)は
Type-B の福島県沖における地震の記録例(帯域通過フィルター0.05-10.0 Hz 適用)である。

次に、Type-C に対応する遠地地震の観測記録例(帯域通過フィルター0.05-5.0 Hz 適用)を

図 4(c)に示す。この地震のマグニチュードは Mw 6.3 であり、全種類のセンサーに関して

P 波初動及び後続波が確認できる。しかしながら、ディジタル MEMS 型加速度センサー

に関しては、鉛直成分においてセンサー自己ノイズの影響が確認される。従って、上記の

地震に関する類型と信号レベルによって、交互配置した速度型センサーとディジタル

MEMS 型加速度センサーのデータ品質の差異が生ずることに留意が必要である。 

 

2) 高精度震源決定 

a) 地震波形データ編集 

飯能-御坂測線のアレイ観測測線上に設置した観測点で取得した記録は連続記録である

ため、解析に使用する震源リストに基づき、地震毎のデータに編集する必要がある。気象

庁一元化処理震源カタログによると、観測期間中の平成 20 年 10 月 19 日-平成 21 年 2 月

8 日の間では、図 5 で示す範囲で 601 個の震源が決定されている。この震源リストから、

測線から 25 km 未満で発生した地震は全ての地震、測線から 25 km 以上では、マグニチ

ュード 0.5 以上の地震から震源が均等に分布するように地震を抽出し、280 個の震源リス

トを作成した。作成したイベントリストに従って、連続記録からイベント毎のデータに編

集する作業を行った。さらに、アレイ観測で得られたデータと、図 5 で示す周辺の 43 点

のテレメータ観測点で得られたデータとの統合作業を行った。 
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b) 解析と結果 

アレイ観測データと測線周辺のテレメータ観測点で得られたデータを統合したデータか

ら作成した 280 個の地震波形データに対して、表 1 に示す項目を読み取った。読み取り個

数は、P 相が 12351 個、S 相が 15896 個、最大振幅が 12604 個、初動振動方向が 4626 個

である。各地震の読み取り観測点数を集計した結果を図 6 に示す。P 相は 21 個から 30 個

の観測点で読み取った地震が多く、S 相は 31 個から 40 個の観測点で読み取った地震が多

い。最大振幅は 31 個から 40 個の観測点で読み取った地震が多く、初動振動方向は 1 個か

ら 10 個の観測点で読み取った地震が多い。平均読み取り観測点数は、P 相が 47.0 個、S
相が 60.4 個、最大振幅が 47.6 個、初動振動方向が 17.6 個であり、S 相を P 相よりも多く

読み取った。 

得られた P 波到達時刻、S 波到達時刻に hypomh6)を適応し震源決定を行った。その際、

図 7 で示す 1 次元 P 波速度構造を使用した。またポアソン比を 1.73 と仮定した S 波速度

を用いた。 最初の震源決定後の各観測点における O-C（観測値－理論値）平均値の平均

は、P が 0.011 秒、S が 0.085 秒である。図 8、図 9 に、O-C 平面分布を示す。青系統の

色は O-C が負であり、震源決定計算で予測される時刻よりも早く地震波が到達することを

示し、赤系統の色はその逆である。黒丸は震央である。アレイ観測の測線ではおおよそ

O-C 平均値と標高が対応する。標高が 700 m 以上の観測点では O-C 平均値が負になって

いる。関東山地の東部では O-C 平均値が正負混在しているが、ほぼ 0 に近い値である。全

体として震源決定計算で予測される時刻より観測値が遅い。これら、観測走時と計算走時

の差の平均値を基にして観測点毎に観測点補正値を決定し,再び震源決定を実施した。観測

点補正後の O-C 平均値の平均は、P が 0.004 秒、S が 0.002 秒となった。観測点補正値を

用いた震源決定により得られた震源分布を図 10 に示す。深さ 50 km より浅い地震は大部

分が誤差 500 m 以内である。震源分布図から、埼玉県・山梨県県境、山梨県・神奈川県県

境（丹沢）、富士山のそれぞれの地域で地震の密集域が確認できる。東西方向断面の深さ

100 km 以深で見られる西傾斜の震源分布は、太平洋プレートの沈み込みに起因したもの

であり、丹沢地域下の深さ 0 km から 30 km までの範囲で見られる北傾斜の震源分布は、

フィリピン海プレートの沈み込みに起因したものであると考えられる。 

 

3) 自然地震波データを用いたイメージング解析 

 一般に、制御震源による地殻構造探査では、高エネルギー震源による稠密長大展開の採

用によって、浅部の堆積盆から地震発生層基底面までの上部地殻構造に関するプロファイ

ルを構築できる可能性は比較的高い。しかし、モホ面に至る中下部地殻構造及び島弧下に

沈み込むスラブのイメージングについては、制御震源データはエネルギー透過度及びノイ

ズレベル等によってデータ品質は大きく影響を受けるため、自然地震データを補完的に用

いた確実度の高い統合プロファイルの構築が望まれる。近年、ポータブル型の観測システ

ムが徐々に普及するにつれて比較的稠密な観測アレイが可能となり、遠地地震から求めら

れるレシーバ関数について、P-S 変換点マッピング及びマイグレーションといった反射法

地震探査における解析技術の適用が定着している。また、各地表受振点記録間の相互相関

を行い、地表ゴースト反射波を抽出する地震波干渉法型解析を用いた遠地地震への適用例
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が報告されている 7, 8)。一方、近地地震を用いた地殻構造のイメージングに関しては、地

震波干渉法型解析及び逆 VSP 解析に等価な重合前マイグレーション法が有望であるとさ

れているが、実データへの適用事例は少ない。図 11 にレシーバ関数解析と地震波干渉法

型解析の解析手順を示す。 
 本研究で実施したレシーバ関数解析では、反射法地震探査における P-SV 変換波重合処

理手法に準拠した標準的な手法を用いた。レシーバ関数解析の処理ステップは順に、ジオ

メトリー情報のコンパイル、 震源-受振点間のアジマス回転、 スペクトラルデコンボリュ

ーション、2.5 次元速度構造を前提とした共通 P-SV 変換点ビンニング、 NMO 補正及び

共 通 変 換 点 重 合 で あ る 。 ま た 、 信 号 強 調 処 理 で あ る SVD フ ィ ル タ ー で る

K-L(Karhunen-Loeve)変換処理を適用した。レシーバ関数解析には、観測期間中の平成 20
年 10 月 15 日～2 月 10 日において、マグニチュードが 5.8～7.5 で、震央距離が 23～85
度の 28 個の遠地地震を用いた。但し、受振点条件及びノイズ環境によって有意なレシー

バ関数を推定できなかった場合は、最終的なイメージング対象から除外した。 
 一方、地震波干渉法型解析ではアジマス回転後の P 波成分を入力として、各遠地地震に

関する平均スペクトルを用いた震源時間関数の推定及び除去が、最小位相を前提とした予

測型デコンボリューション処理によって適用された。その後、稠密受振展開における各受

振トレース間の相互相関処理を通じて、地表ゴースト反射波(PpPp+PsPp)を含む擬似発震

記録が抽出された。この擬似発震記録に対して、通常の反射法地震探査データ解析の処理

法と同様に、擬似反射ジオメトリー情報の適用、幾何減衰補償、コヒーレントノイズ抑制、

NMO 補正及び共通反射点重合処理が適用された。地震波干渉法型解析には、地表ゴース

ト波が生成可能なマグニチュード 6.1～7.5 である比較的規模の大きい 10 個の遠地地震が

選択的に用いられた。 
 本研究のレシーバ関数解析における P-SV 変換点のビンニング及び P-SV NMO 補正、地

震波干渉法解析の NMO 補正の前提となる速度構造として、大都市圏地殻構造調査 2005
年小田原-山梨測線の深部地殻構造探査における制御震源並びに遠地地震解析の速度構造

を敷衍して利用した。また、レシーバ関数解析における P-SV 変換点、地震波干渉法型解

析における擬似 P-P 反射点のビンニングでは、水平方向ビンサイズは 50 m に設定された。

図 12 にレシーバ関数解析プロファイルを、図 13 に地震波干渉法型解析プロファイル示す。 
 2005 年の大都市圏地殻構造探査・小田原-山梨測線において、甲府盆地南部において深

さ 30 から 40km で北に傾斜する反射波群が存在し、フィリピン海プレートの非地震性ス

ラブであることが明らかにされている 1)。この非地震性のスラブは、同測線上で実施した

レシーバ関数解析によっても、P-S 変換面としてマッピングされている 9, 10)。図 12 では、

山梨県側から大菩薩嶺を越えて奥多摩湖までの西側約 35 km 区間において、深度 38-40 km
に比較的明瞭な P-S 変換面を確認することができる。この変換面は、この測線に直交する

小田原-山梨測線との対比で明らかなようにフィリピン海プレートのスラブに相当してい

ると判断される。この推定は、自然地震トモグラフィーからの推定 11，12，13)と矛盾しない。 
 一方、フィリピン海プレートのスラブに相当する P-S 変換面は、山梨県側ではほぼ一定

した深度で分布するが、東京都側の 20 km 区間では認められない。このことからフィリピ

 144



ン海プレートのスラブが、そのままの形状では北東方向に連続してない可能性がある。西

側に低下する断層によってスラブがステップをなしている場合や、関東山地下に位置する

伊豆-小笠原弧起源の島弧地殻部分とその西側で構造的な差がある場合などが想定される。

ただし、図 12 に示したレシーバ関数解析の結果は暫定的なものであり、今後、速度構造

の検討など解析精度を向上させる必要がある。 
 図 13 の地震波干渉法解析プロファイルについては、西部の御坂山地下ではレシーバ関

数解析と同様の傾向が判読されるが、基本的には暫定解であり、今後、とくに以下の諸点

についての検討が必要である。 
・東部の品質の低い記録が充分に取り除けていないこと。 
・遠地地震のイベント総てに地表ゴースト反射波(PpPp+PsPp)が存在していないため、

解析に適したイベントを選択する必要があること。 

・F-X Signal Enhancement の多用により、水平分解能が低下していること。 

 平成 21 年度には、同一測線で制御震源による構造探査を実施する予定であり、自然地

震に比べ高い周波数の弾性波を使用できるため、より分解能の高いイメージングが期待で

きる。制御震源と自然地震のイメージングを補完的に使用して、関東山地から御坂山地下

のフィリピン海スラブの実態について総合的に明らかにする予定である。 
 

(c) 結論ならびに今後の課題 

「大都市圏地殻構造調査研究」によって判明した丹沢山地下 12-22 km の深さ、甲府盆

地から御坂山地で 30-40km の深さに位置するフィリピン海プレート上面の深度変化の実

態を明らかにするために、御坂山地から埼玉県飯能市にいたる 60km の区間で稠密自然地

震観測を行った。この観測によって詳細な周辺の震源分布が明らかになり、フィリピン海

プレートに由来する震源分布が明瞭になった。また、レシーバ関数解析法によって、測線

西部 35km 区間の深さ 38-40km に明瞭な P-S 変換面が位置し、直交する既存測線との対

比により、フィリピン海プレートの上部に相当することが明らかになった。この変換面は

東部には連続しない。 

 実施したレシーバ関数解析、遠地地震に関する地震波干渉法解析については暫定的なも

のであり、今後、解析を高精度化させる必要がある。また、取得した自然地震波データに

基づくトモグラフィー解析などを行うとともに、同一測線で平成 21 年度実施予定の制御

震源を用いた反射法地震探査データと合わせて、伊豆衝突帯東部におけるフィリピン海ス

ラブの実態について総合的に明らかにする予定である。 
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(3) 平成２１年度業務計画案 

平成 14 年度以来、文部科学省の受託研究として「大都市圏地殻構造調査研究」が実施

された。とくに伊豆衝突帯の北部から北西部においては、関東山地を南北に横切る関東山

地東縁測線、富士山東麓を北西方向に通過する小田原-山梨測線において制御震源を用いた

構造探査が実施され、フィリピン海プレートの形状が明らかになった。フィリピン海プレ

ート上面の出現深度はこれら 2 測線での異なっており、この間の区間での複雑な構造が予

想された。このため平成 20 年度にはこれらの 2 測線を繋ぐ飯能-御坂測線で稠密自然地震

観測を実施した。 

地殻から上部マントルにおよび詳細な構造を理解するためには、制御震源と稠密自然地

震を組み合わせた総合的なイメージングが必要である。伊豆衝突境界北部から北西部での

3 測線の中で、小田原-山梨測線については制御震源・自然地震データの取得が終了してい

る。飯能-御坂測線については、平成 21 年度に制御震源による低重合反射法地震探査を実

施する（3.2.1 参照）。一方、関東山地東縁測線については制御震源を用いた地殻構造探査

は実施しているが、稠密自然地震観測は実施していない。このため、平成 21 年度には「関

東山地測線 2003」沿い 55km の区間(秩父-丹沢測線)に 75 点の地震計を設置し、3 ヶ月間

の自然地震の連続観測を行う（3.2.1 図 11）。観測機器は平成 20 年度の飯能-笛吹測線と同

様のものを使用する。速度計と加速度計は交互配置とする。得られたデータを制御震源に

よる波形データと合わせて解析を行い、首都圏北西域の地殻構造・プレート構造を明らか

にする。とくに沈み込んでいるフィリピン海スラブ内の連続性、変形に留意してイメージ

ングを行う。 
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表  1 読み取り項目 

読み取り項目 読み取り成分 備考 
P 波走時 上下動  
S 波走時 水平動 2 成分の内、明瞭な方  
最大振幅 上下動 長周期ノイズがあるものは不採

用 
P 波初動極性 上下動 明瞭なもののみを採用 
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図 1 アレイ観測測線（飯能-御坂測線） 
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図 2 観測機器概念図 
 

 
図 3 ディジタル出力型 MEMS 加速度計センサーによる自然地震観測システム構成図 

 

 151



 
図 4(a) 自然地震観測例（Type-A） 帯域通過フィルター(0.5-20.0Hz)適用 

 
 

 
図 4(b) 自然地震観測例（Type-B） 帯域通過フィルター(0.05-10.0Hz)適用 
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図 4(c) 自然地震観測例（Type-C） 帯域通過フィルター(0.05-5.0Hz)適用 

 
 

 
図 5 観測期間中（2008 年 10 月 19 日-2009 年 2 月 8 日）における気象庁一元化震源分布

と観測点配置図。○は震源位置を表し、その大きさがマグニチュードを表す。◆は稠密ア

レイ観測点 、●は震源決定に使用したテレメータ観測点を示す。 
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図 6 読み取り観測点数の集計 
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図 7 震源決定に使用した 1 次元 P 波速度構造 
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図 8  P 波走時の O-C 分布 

 

 
図 9  S 波走時の O-C 分布 
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図 10 震源分布図。○は再決定した震源位置を表し、その大きさがマグニチュードを表す。

◆は稠密アレイ観測点 、●は震源決定に使用したテレメータ観測点を示す。 

 156



 
図 11 遠地地震データ解析手順 
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図 12 レシーバ関数プロファイル 
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図 13 地震波干渉法プロファイル 
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